
令和７年度岡山県強度行動障害支援者養成研修実施事業 

業務委託仕様書 

 

 

１ 事業の名称 

令和７年度岡山県強度行動障害支援者養成研修実施事業 

 

２ 契約期間 

契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 研修の種類と定員 

（１）強度行動障害支援者養成研修(基礎研修)事業 ５００人程度 

（２）強度行動障害支援者養成研修(実践研修)事業 ４００人程度 

 

４ 委託上限額 

  １，０２７，６２０円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

５ 研修カリキュラム、研修の実施方法 

・カリキュラムは、基礎研修、実践研修ともに平成２９年８月３日付障発０８０３第１号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知（以下、「国の研修実施要綱」という。）に示

す標準的なカリキュラム（別紙１及び２）以上のものとする。 

・講義部分はオンデマンド（動画）配信での実施を可能とする。 

・演習の実施に当たっては、国の指導者養成研修での手法に準じ、効果的な指導が行える体

制とすること。 

・契約期間中において、国の研修実施要綱に定める基礎研修及び実践研修をそれぞれ４回以

上（うち、県北開催を１回以上）実施する。 

 

６ 業務の内容 

（１）カリキュラムに基づく研修の事前準備、実施及び運営に関すること 

①事前準備 

・効果的な研修カリキュラム及び研修方法の企画 

・研修会場等の決定、借上（県有施設以外で実施する場合） 

・講師、演習指導者等の選定及び依頼、連絡調整 

・受講申込書の取りまとめ、受講決定及び通知に関する一連の事項 

・関係機関との打ち合わせ会議の開催 

・研修教材の選定、購入、作成等 

・必要機材、物品等の準備 

・受講決定者から提出される事前課題の受付 



②研修の実施、運営 

・会場の設営等 

・当日の受付、講師等の対応 

・司会進行等研修の運営、カリキュラムに基づく研修実施 

・県が作成した修了証書、受講証明書の交付 

・会場等の片付け 

（２）研修にかかる経費支出及び収入に関すること 

・受講者負担の徴収に関する事項（領収書作成を含む） 

・謝金及び旅費、その他必要な経費の支払い 

・源泉徴収票の作成・交付 

（３）研修終了後の報告 

・修了者名簿及び実績報告書等（記録写真を含む）の作成、提出 

（４）その他の事項 

上記（１）～（３）に定めるもののほか、県が行う次の事項を除いたもの 

・研修会場等の借上（県有施設） 

・開催要領及び申込書に記載する必須事項の決定、ひな形の提示 

・送付先の指示 

・郵送以外の方法による研修内容の周知 

・受講者選考方法の指示 

・関係資料等の提示及び必要な助言 

・修了証書の作成 

・修了者名簿の管理 

（５）留意点 

・研修は、本仕様書の他、国の研修実施要綱によるものとする。 

・基礎研修及び実践研修を一体的に実施すること。 

 

７ 受講者負担 

教材費等の実費（資料印刷実費相当分を含む。）は受講者負担とする。 

教材費等の実費相当分として徴収する額の上限は、次のとおりとする。 

（１）強度行動障害支援者養成研修(基礎研修)事業  １０，０００円 

（２）強度行動障害支援者養成研修(実践研修)事業   ６，０００円（１０，０００円） 

ただし、実践研修のみ受講する受講者における負担額の上限は、１０，０００円とする。 

   なお、徴収した受講者負担は、原則、資料印刷経費に充てることとし、充てて、なお余り

が出る場合は、県と協議のうえ、当該研修の運営に必要な経費に充当して差し支えない。   

 

８ 事業執行計画書の提出等 

契約締結後、速やかに事業執行計画書を作成し、県に提出すること。 

また、各事業の進め方・手法等については、計画段階から県と調整、協議すること。 



 

９ 修了証書 

 各研修を修了した者には、修了証書を授与する。ただし、実施主体が適当でないと判断し

た者は除く。 

  

10 委託料の支払方法 

      原則、委託事業の完了後に提出する、事業実績報告書を審査した後の精算払とする。ただ

し、県が必要と認める場合は概算払の方法により支払うことができるものとする。 

 

11 その他 

    ・本事業の実施に伴い、第三者との間に発生したトラブルに対しては、責任を持って対処す

ること。 

・感染症対策を行うこと。また、感染症拡大の状況によっては、県と協議の上、研修方法や

開催時期等の変更を検討すること。 

・本仕様書に定めのない事項で必要があるとき又はこの業務に関して疑義を生じたときは、

県と協議の上で決定するものとする。 


